
（２）超小型モビリティ車両の基本的な性能は高評価

○「駐車のしやすさ」や「のぼり坂の走行性」など車両の基本的な性能につい

ては評価が高い。

○「雨降りに活用できない」、「後部座席の乗り降りが困難」、「買い物の際に荷

物を載せることができない」などの要望に対応できれば、地域活動への活

動の幅が広がる。

○試乗会においては、個人所有に向けて市販化を期待する声が多くあった。

○今後、こうした利用者の声を車両メーカーや国に伝え、車両の改善や市販

化・普及の促進につなげる必要がある。
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（３）予約システム･鍵受取システムは高評価、共同利用の

課題が顕在化

（４）一定規模以上の町内会等であれば、理論上、採算成

立。地域住民の意識の醸成が課題

○予約システム、鍵受取システムとも概ね評価は高かった。

○共同利用に関しては、「駐車場所が遠い」、「利用したい時に利用できない」

などの要望に対応するため、利用者のニーズを踏まえて共同利用のエリア

や使用する車両台数を設定する必要がある。
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○一定規模以上の町内会等であれば、理論上は採算成立することが確認で

きたが、利用者からの利用料収入だけでは事業採算が成立しないケース

もあることから、利用率向上のための活用方策の検討や、広告収入、公共

の支援などによる採算確保策を検討する必要がある。

○一方で、地域が主体的に共同利用を実施するための意識の醸成が課題で

ある。



（５）車両の市販化・普及及び車両価格の低廉化に期待

○地域の手軽な足として、主に近距離輸送に利活用される超小型モビリティに

ついては、道路運送車両の保安基準の見直しに先立って、市場に先導的・

試行的に導入するため、認定制度を活用し公道走行が可能となっている。

○しかしながら、現在認定を受けている車両はまだ数百台と少なく、保安基準

等の見直し時期は未定である。

○今後、本市のような先導的・試行的な取組が広がり、成功事例の創出や国

民理解の醸成が促されれば、将来的には保安基準等が見直されるものと

考えられる。

○保安基準が見直され、車両の市販化・普及が進めば、車両価格の低廉化に

繋がるものと考えられるが、メーカー各社とも、現時点においては、車両の

市販化の時期は示していない。
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ⅦⅦⅦⅦ 平成平成平成平成28年度以降の取組（案）年度以降の取組（案）年度以降の取組（案）年度以降の取組（案）



～平成～平成～平成～平成27272727年度年度年度年度

平成平成平成平成28282828年度年度年度年度 平成平成平成平成29292929年度以降年度以降年度以降年度以降
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国における認定制度・補助制度の見直し、メーカーにおける車両の市販化の動向把握

本格実施

超モビ実証実験

実験結果の情報提供、超モビの認知度向上

各町内へ本格実施の調査・本格実施の働きかけ

【秋頃を目途】

・実施意向を示す地区の発現

・組織体制づくり

（協議会の設置など）

本市の支援策の検討

<地域が主体となった超小型モビリティ共同利用の進め方イメージ>

ⅥⅥⅥⅥ 平成２８年度以降の取組（平成２８年度以降の取組（平成２８年度以降の取組（平成２８年度以降の取組（案）案）案）案）



56

<交通のスマート化のイメージ>

○ 将来的には、電気自動車や燃料電池自動車も含めた環境に優しい乗り物

を活用した効率的な交通システムの構築を進め、西風新都推進計画2013

に掲げた「交通スマート化」の実現をめざす。

〔商業施設〕

住宅地･商業施設

等をエコバスで

循環

〔マンション〕

セカンドカーとし

て住民がシェア

〔個人住宅〕

〔運送業者等〕

宅配業務に

利用

個人でセカンド

カーとして利用

未使用時の

車両の融通

協議会の設置協議会の設置協議会の設置協議会の設置

・認定等の手続き支援

・安全運転講習の共同実施

・メンバー相互の車両利用の調整 等

〔地域の団体〕

充電設備の

相互利用

地域単位でシェアし、

地域活動や高齢者の

移動に利用

地域を主体とした共同利用地域を主体とした共同利用地域を主体とした共同利用地域を主体とした共同利用

〔ｱｽﾄﾗﾑﾗｲﾝ駅〕

〔ﾊﾞｽ停〕

ﾊﾟｰｸ&ﾗｲﾄﾞ駐車場･

充電設備の設置

手軽な個人の移動手段として利用手軽な個人の移動手段として利用手軽な個人の移動手段として利用手軽な個人の移動手段として利用


